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地球環境のために

建設廃棄物の削減／有害物質のリスク管理

建設物のライフサイクル全般にわたり、建設廃棄物の削減と最終処分率の低減並びに有害物質の適切な管理に努めていま

す。

建設廃棄物を削減する技術や⼯法

循環型社会形成に向けて、建設廃棄物の3R※1活動を推進し、建設廃棄物の削減と最終処分率※2の低減に努めています。

※1 3R：Reduce（発⽣抑制）、Reuse（再利⽤）、Recycle（再⽣利⽤）の頭⽂字をとった⾔葉。

※2 最終処分率：建設廃棄物の最終処分量を排出総量で除したもの。最終処分量とは、直接最終処分場に搬送する埋⽴処

分量と、中間処理後の埋⽴処分量を合計したもの。

泥⽔式シールド⼯法で発⽣する重⾦属汚染⼟の浄化システムによる環境負荷低減

近年、鉄道や道路整備を⽬的としたシールド⼯事での⼤深度・⼤断⾯施⼯が増加しています。⼤深度となる地下40 m以

深の地質（特に固結シルト層）では環境基準値を超えるヒ素をはじめとする⾃然由来の重⾦属の溶出が確認されていま

す。⼤断⾯では⼤量の掘削⼟砂が発⽣するため、環境への影響が憂慮され処理に⼤きなコストが必要となります。

重⾦属汚染⼟浄化システムは泥⽔式シールド⼯事から発⽣する汚染⼟に、ヒ素や鉛などの重⾦属の吸着性能を有した特殊

鉄粉を添加し、磁気選別機または遠⼼分離機で除去することにより、基地内で汚染⼟を浄化処理し環境基準値以内とする

ことが可能となる環境配慮型の浄化システムです。

システムの特徴として発⽣する余剰泥⽔を濃縮し⽐重を上げ（通常1.2を1.4に上昇）浄化対象の泥⽔量を約50％低減

し、浄化システムを縮⼩（もしくは浄化時間を半減）することができます。この浄化システムを使⽤することで従来の全

量最終処分とする⽅法と⽐較して、⼯事費全体で15%程度、処理設備損料および⼟砂処分費のみの⽐較で30%程度のコ

ストダウンが可能となります。

泥⽔濃縮システム＋重⾦属汚染⼟浄化システムの泥⽔フロー
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RFIDタグ（上）、タグリーダー

（右）、専⽤アプリの画⾯（中央）

RFIDタグを埋め込んだTOMコンテナ

有害物質のリスク管理

有害物質は⼈体に影響するため、その適切な対応が⼤切です。

当社では、有害物質対策に向けた技術開発と、そのリスク管理の徹底を図っています。

放射能廃棄物データ管理システム「TOMIC」を開発

当社は、2013年開発したTOM(トム)コンテナ(Toda Mobile Container：移動式放射性廃棄物⽤プレキャストコンクリー

ト（PC）製格納容器)のさらなる活⽤を⽬指し、RFIDタグ※3を活⽤した放射性廃棄物データ管理システム「TOMIC（ト

ミック）」を開発しました。

管理に必要なデータは、放射性廃棄物収納後に⼊⼒できるようにしており、購⼊したお客さまがニーズに合わせて管理項

⽬を選択し、データ管理を⾏うことができます。従来よりも放射性廃棄物管理における作業時間が低減し、かつ仮置き場

など移動先での照合確認が容易となります。

※3 RFIDタグ：耐環境性に優れた数cm程度の⼤きさのタグにデータを記録し、電波や電磁波で読み取り器と交信する。

微⼩な無線チップにより管理者やモノを識別・管理するしくみ。

放射性物質に汚染されたコンクリートを再利⽤

当社は、2013年に放射性物質に汚染されたコンクリート塊の再利⽤⽅法として、コンクリート⽤⾻材として利⽤するた

めの実験を⾏いました。放射性物質に汚染されたコンクリート塊を⾻材として再利⽤したコンクリートは、外部へ放出さ

れる放射線量を約40％低減できることを確認しました。

これは環境省の平成24年度除染技術実証事業のひとつとして実証実験を⾏ったもので、再利⽤を前提に福島県内で実証実

験を⾏ったのは初めての試みになります。

（左）汚染されたコンクリート（⾻材に破砕） （右）⾻材利⽤したコンクリートの試験ピース
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福島県内のビル屋上で測定ロボット

システムをセット（全パーツを⼯具

レスで組⽴）

電動昇降し、⾃動測定する「さー兵

衛」

⼟のう積込み状況

（右下：新タグ）

輸送状況 荷下ろし状況

ビル外壁の線量測定ロボット「さー兵衛」

当社は2013年にビル外壁部の放射線量を測定する壁⾯放射線量測定システム「さー兵衛」を開発しました。屋上から吊

り下げた測定装置を壁⾯にそって上下させながら測定するロボットシステムで、従来と⽐べ作業員の被ばく量の低減、作

業時間の短縮、費⽤の削減が可能になります。除染の企画・調査（さー兵衛）から除染作業（バキュームブラストロボッ

トシステム）、放射性物質の拡散防⽌（TOMコンテナ）、放射性廃棄物管理（TOMIC）まで当社独⾃のソリューション

をワンストップで提供できるトータル除染システムが確⽴されました。

除去⼟壌の輸送⼯事において輸送管理システムの導⼊により確実なトレーサビリティを確保

除染によって⽣じた除去⼟壌などは⼤型⼟のう袋に⼊った状態で福島県内の仮置き場に保管されています。仮置き場から

これらの除去⼟壌などを中間貯蔵施設に輸送するにあたっては、環境省が定めるガイドラインに沿って、⼟のうなどのト

レーサビリティを確保することが求められます。

当社は除去⼟のうなどの輸送⼯事において、輸送管理システムを導⼊し、⼟のうの仮置き場の場所、重量、線量率などの

トレーサビリティ確保を図っています。

＜輸送管理システムの概要＞

仮置き場の⼟のう全てに新しくタグを取り付け、輸送時の重量や線量率データを追加したうえでタブレット端末で管

理することで確実なトレーサビリティを確保

（どこの仮置き場の、どの⼟のうが、どのようなルートで、どの保管場所に、いつ運ばれたかなど）

輸送中のダンプトラックはGPSでリアルタイムで動態管理

（指定されたルートを予め決められたダンプトラックが⾛⾏していることをリアルタイムで確認。万が⼀、指定され

たルート以外を⾛⾏してしまった場合には、運転⼿に速やかに通知する機能を備えることで確実にルート逸脱を防

⽌。）

⼟のうの輸送管理にタブレット端末やGPS機能を活⽤することで、作業現場における⼊⼒ミスなどを防⽌するととも

に、省⼒化を図り⽣産性向上に寄与
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輸送状況監視状況

⽔資源の保護

近年、気候変動の影響等により⽔資源保護の重要性が世界的に⾼まっています。

当社は、オフィス及び⼯事現場の双⽅で⽔の効率的な使⽤に努め、節⽔による使⽤量低減を徹底しています。また、建設

⼯事で発⽣する排⽔についても、⽔質浄化など保有技術を活かした多様な⽅法で、最善の処理を施し、周辺の⽔資源の保

護に努めています。
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構  造：

階  数：

建築⾯積：

環境技術実証棟

延床⾯積：

地球環境のために

温室効果ガスの発⽣抑制

地球温暖化防⽌に向け、建設物のライフサイクル全般にわたって、温室効果ガスの発⽣抑制に取り組んでいます。

温室効果ガス発⽣を抑制する技術や設計

わが国では、2009年に経済産業省が「ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）※1の実現と展開に関する研究会」を設

置し、「2030年までに新築建物全体でZEB化を実現する」というビジョンを提⾔しています。

当社はこのビジョンを受けて、2020年までにオフィスビルのZEB化を⽬指して、技術開発に取り組んでいます。

※1 ZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）：建物で使うエネルギーを限りなくゼロにする考え⽅のこと。

ZEB化対応技術等の実証実験を開始

当社は、筑波技術研究所（茨城県つくば市）に新たに建設した環境技術実証棟にて、ZEB※1化対応技術等の実証実験を

開始しました。

当環境技術実証棟は、ZEBに代表される環境負荷の少ない建物の実現を⽬指して、省エネルギー化やCO2排出量削減に関

する様々な要素技術の効果・有効性を検証することを⽬的とした建物です。その成果は、現在、当社が取り組んでいる京

橋⼀丁⽬東地区における都市再⽣特別地区の都市計画（本社建替え計画）に導⼊する予定です。さらに、環境技術実証棟

は、２年間の技術検証の終了後に新たな技術を取り⼊れたカーボンマイナス棟（仮）としてリニューアルし、居住性と環

境負荷の低減を追求した次世代型オフィスとして利⽤する予定です。

※1 ZEB（ゼブ：ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）

環境技術実証棟概要

鉄筋コンクリート造

地上2階

379.61㎡

724.72㎡
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⻑期修繕計画書例 LCC算出例

ライフサイクルコストの試算

ライフサイクルコストとは

ライフサイクルコスト（LCC）とは建物の企画設計から、施⼯、運⽤、解体されるまでの全⽣涯（ライフサイクル）にお

ける費⽤です。LCCで最も⼤きな割合を占めるのは建設費ではなく、運⽤費（修繕・更新費や点検・保守・清掃・警備

費、電気代・ガス代などエネルギーコストの合計費⽤）です。特に修繕・更新費は年度により⼤きく異なることから、事

前にその費⽤を把握することが、計画的な修繕・更新の実施につながり、建物の⻑寿命化や建物の資産価値の維持・向上

に役⽴ちます。

LCCイメージ

⼾⽥建設の取り組み

⼾⽥建設ではLCCを作成するシステムにより建物が竣⼯した際などに、⻑期修繕計画書を作成しています。お客様が将来

的に必要となる費⽤を算出し、建物の適切な修繕・更新時期を把握することに役⽴てることができます。
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BDF100

燃費向上添加剤（K-S1）の積極的な採⽤

現場で使⽤する重機の軽油に添加することにより燃費が改善され、結果としてCO2の排出量の削減効果につながる燃費向

上添加剤（K-S1）を使⽤しています。重機や建設系⾞両の軽油に添加（0.1％添加：1000邃唐ﾉ対して1邃⼑jすることに

より、燃費が10％ちかく改善されます。CO2排出量削減のほかに、PM・NOx等⼤気汚染の原因とされる排出ガスの削減

により、トンネルなどの厳しい作業環境の改善や作業員の健康への負荷軽減および⼯事のイメージアップにも寄与するこ

とが期待されます。建設現場におけるCO2排出量の約50％を占める軽油の使⽤量を削減することで、エコ・ファースト推

進企業としての環境改善活動を積極的に展開しています。

バイオディーゼル燃料（BDF100）の利⽤拡⼤

CO2排出量をカウントしない燃料（⼒ーボンニュートラル）として、植物性の⾷⽤油

を精製した再⽣燃料であるバイオディーゼル燃料の現場での利⽤拡⼤を図っていま

す。バイオディーゼル燃料の品質のばらつきによる⾞両へのダメージ、安定的な供給

の確保、法規制・届出・税法等への対応等の課題をクリアしながら導⼊しています。

さらに、BDF100特有の臭気が作業環境に与える影響を最⼩限とするためにK-S1と

の混合実験を実施し、排気ガス中のCO2が低減できることを実証する予定です。
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燃料電池船

再⽣可能エネルギーの活⽤

当社が初めて発電事業者として取り組んだ「⻑崎⽥⼿原メガソーラー発電所プロジェクト」は、2015年4⽉に竣⼯し、発

電を開始しています。この発電所はモジュール容量が13.2MWという⼤規模なものです。

また、太陽光発電以外にも、洋上⾵⼒発電、バイオマス発電についても取り組んでいます。

⼦会社で浮体式洋上⾵⼒発電の事業化を推進

当社は、2007 年から浮体式洋上⾵⼒発電の実験と検証を重ね、2013 年に環境

省浮体式洋上⾵⼒発電実証事業の受託者グループ代表として、⻑崎県五島市椛島

周辺海域において、2MW ⾵⾞を搭載したハイブリッドスパー型（浮体部の下部

をコンクリート、上部を鋼で構成した⾵⾞）浮体式洋上⾵⼒発電設備において発

電を開始し、運⽤に向けて知⾒を深めてきました。2014 年からは、浮体式洋上

⾵⼒発電による電⼒を活⽤した⽔素の製造・貯蔵・運搬の実証と、燃料電池船の

開発事業も受託し、離島におけるエネルギーの利活⽤や漁業との協調など、地域

の発展に資する再⽣可能エネルギーの実現にも取り組んできました。

これらの環境省実証事業は2015 年度末に終了しましたが、今後も、当社はより

積極的に、浮体式洋上⾵⼒発電の普及促進を⽬指してまいります。この第⼀歩と

して、当社は五島フローティングウィンドパワー合同会社（当社100％⼦会社）

を設⽴し、五島市と共同で崎⼭漁港沖にて２ＭＷ浮体式洋上⾵⼒発電所の運転を

継続しています。また、「五島市沖洋上⾵⼒発電事業 計画段階環境配慮書」の縦覧⼿続きをすすめ、同事業の実現に向

け取り組んでいます。
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⻑崎⽥⼿原メガソーラー発電所（13.2MW） 宮崎国富メガソーラー発電所（4.2MW）

⻑崎さくらの⾥メガパワー発電所（2.1MW） 福島県川俣町⼭⽊屋地区復興メガソーラー発電所

（2.2MW）

太陽光発電事業を展開

当社は、太陽光発電事業に発電事業者として参加しています。2015年4⽉に竣⼯した「⻑崎⽥⼿原メガソーラー発電所

（13.2MW）」を⽪切りに、「⻑崎さくらの⾥メガパワー発電所（2.1MW）」、「宮崎国富メガソーラー発電所

（4.2MW）」の3件が九州地⽅に、「川俣町⼭⽊屋地区復興メガソーラー発電所（2.2MW）」が福島県川俣町に完成

し、発電事業を展開中です。九州地⽅の3件に関して、当社はEPC※2業者としての役割も担い、建設⼯事にもかかわりま

した。

※2 EPC：設計（Engineering）、調達（Procurement）、建設（Construction）を請け負う業務のこと。
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代表取締役社⻑ 今井雅則が「CDP2018⽇本報告会」でご

挨拶

気候変動対策で最⾼評価
－“気候変動への対応に関する調査”で最⾼評価のAリストに認定ー

当社は、環境評価を⾏う国際的な⾮営利団体 CDP（本部：

ロンドン）から、最⾼のランクである「The Climate A List

2018」（以下: Aリスト）として認定されました。

CDPは、世界の上場企業約7,000社（内⽇本企業約600社）

を対象に、温室効果ガス排出量削減などの気候変動問題への

取り組みを調査し、その情報を開⽰・評価しています。

その結果は、世界の機関投資家が、環境対応に積極的な企業

を選んで投資するための根拠として使われます。

2018年度は、世界では126社、⽇本では20社が排出削減活

動などの気候変動緩和対策が特に優秀な企業として、Aリス

トに認定されました。当社はその1社です。

今回の評価は、われわれが⽇々取り組んでいるCO2排出量

削減活動や、環境保全活動が⾼く評価されたものと考えてい

ます。今後も当社の独⾃性のある環境技術、ノウハウを⽣か

し、持続可能な社会の実現に貢献していきます。
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CO2排出量データの独⽴第三者の保証

当社は、コーポレートレポートに掲載する2017年度のCO2排出量データに対する公平性、確実性、および透明性を

確保するために、(株)サステナビリティ会計事務所による第三者検証を受けました。検証はISAE3000ならびに

ISAE3410に基づいて実施されました。

第三者による検証を受けることにより、課題を洗い出し、今後さらなるCO2排出量削減に向けた取り組みを進めて

まいります。

検証の対象：スコープ1、2（エネルギー起源の⼆酸化炭素排出量）、スコープ3（サプライチェーンで発⽣する⼆

酸化炭素排出量）、および施⼯中のCO2排出原単位、再⽣可能エネルギー発電量、建設廃棄物排出量、⽔使⽤
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地球環境のために

外部との協働

1．⾏政との協働

⼾⽥建設は気候変動などの環境課題への取り組みを実施する上で、関係官庁や⾃治体との協働を積極的に⾏っています。

当社を含む建設産業が共通して抱える課題や要望を様々な機会を通じて伝えるとともに、関係官庁の施策実⾏に協⼒して

います。

主な活動内容

主催 活動

国⼟交通省 出向者派遣

経済産業省

ネット・ゼロ・エネルギービル実証事業

VPP構築実証事業

ZEBプランナーとして登録

資源エネルギー庁 エネルギーの使⽤の合理化等に関する法律に基づくデータの提出

環境省

エコ・ファースト企業 エコ・ファースト推進協議会議⻑

地球温暖化対策に資するあらゆる「賢い選択」を促す国⺠運動「COOL
CHOICE」への参加

環境情報開⽰基盤整備事業

東京都 RE100アクションミーティングへの参加

2．業界団体への積極的参加

⼾⽥建設は様々な業界団体に加盟しており、各々個別委員会活動に委員を派遣し最新情報の取得と課題の共有に努めてい

ます。

主な活動内容

主催 活動

（社）⽇本建設業団体連合会
⽣産性向上推進本部 委員⻑、環境委員会、労働委員会、都市・地域政策委員
会、災害対策委員会、安全委員会、公衆災害対策委員会、電⼒対策特別委員
会、インフラ再⽣委員会

東京商⼯会議所 環境委員会

⽇本経済団体連合会
スタートアップ委員会、都市・住宅政策委員会、海洋開発推進委員会、企業⾏
動・SDGs委員会

プレハブ建築協会
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3．NGO等の団体との協働

⼾⽥建設は建設産業に留まらず、NGO・NPOなどとのパートナーシップによって環境への取り組みを推進しています。

主な活動内容

主催 活動

クライメイトグループ CDP、RE100イニシアチブへの加盟、SBT認証取得

任意団体 世界⾃然保護基⾦ジャパン（WWFジャパン）

任意団体 ⽇本気候変動リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）およびRE100メンバー会

任意団体 気候変動イニシアチブ（JCI）

任意団体
グリーン購⼊ネットワーク

屋上開発研究会

労働組合 ⽇本建設産業職員労働組合協議会
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地球環境のために

⽣物多様性への対応

「⼾⽥建設 ⽣物多様性⾏動指針」を策定し、⽣物多様性の保全と持続可能な利⽤に向けた活動を推進しています。

⽣物多様性⽅針の策定

当社は、⽣物多様性の保全とその持続に関する重要性を社員⼀⼈ひとりが認識し、建設業務に展開するために、「⼾⽥建

設 ⽣物多様性⾏動指針」を2010年に策定し、⽣物多様性への対応を推進してきました。2016年には、⽇本建設連合会

等でも「⽣物多様性⾏動指針」が制定され、建設業界全体として積極的に⽣物多様性に配慮した事業展開を⾏っていくよ

うに⽅向づけられ、公的な公認制度なども充実してきたこともあり、当社でも業界動向に合わせて「⽣物多様性⾏動指

針」および「⽣物多様性⾏動マニュアル」を改訂しました。

⼾⽥建設⽣物多様性⾏動指針

基 本 理 念

⼈類は、これまで地球上で永い年⽉をかけて育まれてきた⽣物多様性による沢⼭の恵み を享受してきました。し

かし、産業⾰命以降の⼤規模開発によりその恵みを失いつつあります。⼾⽥建設は、⽣物多様性の保全と持続可

能な利⽤に取り組み、⼈間の様々な活動と⽣物多様性との調和をバランス良く図りながら、グローバルな視点を

持ち、建設事業を通じて⽣物多様性の保全と再⽣に努めます。

⾏ 動 指 針

環境教育を通じた理解促進

⽣物多様性の保全とその持続に関する重要性を、社員⼀⼈ひとりが認識し、業務に展開することを全社的に推

進する。

建設事業への展開

計画・設計・施⼯に当たって、低炭素や資源循環に配慮することで、⽣物多様性への影響の回避・低減に努め

る。

資材等の調達

⼾⽥建設グリーン調達ガイドラインに基づき、持続可能な利⽤に配慮した調達を、協⼒会社とともに推進す

る。

研究・技術開発

⽣物多様性の保全と持続可能な利⽤に関する情報の収集・蓄積、調査をおこない、建設と⽣物多様性との関連

性に関する研究や技術開発を推進する。

⾏政・研究機関・外部団体との協働

⽣物多様性の保全と持続可能な利⽤に関する活動、研究内容を開⽰し、顧客、⾏政、⾃治体、研究機関、企

業、ＮＧＯ、ＮＰＯ、周辺住⺠等との協働を図り、⽣物多様性の保全に努める。

2017 年 12 ⽉
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エコロジカルネットワークのイメージ図 

（⾚枠は筑波技術研究所）

持続可能な社会の実現に向けた取り組み

希少動物の保護と⾃然環境の保全・活⽤

⽣態系ピラミッドの頂点に君臨する猛禽類は、地域環境の指標種として重要で

す。営巣の位置から半径400mの範囲では、ヒナが育つまでの数ヶ⽉間は特に⼯

事上の配慮が必要とされます。猛禽類が⽣息する地域での⼯事では、必要な対策

を⾏い、⽣態系に配慮していまいす。

例えば、営巣⽊に対してカメラ、マイク、ドローンなどで定点観測を⾏いなが

ら、⼤型バックホウを⼩型に変更したり、騒⾳対策型ダンプの採⽤及び営巣地に

近い区域の⼯事を⾮繁殖期に集中して施⼯するなどの取り組みを⾏っています。

東⽇本⼤震災により被災した⼆級河川津⾕川の堤防復旧⼯事において、堤防⼯事

と並⾏して、レッドリストに登録されている希少植物（ウミミドリ、オオシバ

ナ）・底⽣⽣物（カニ類）が⽣育・⽣息する塩性湿地を、ビオトープに移⾏・再

⽣しました。

外部学識者の指導をいただきながら、移植先の環境が適さなかった場合も想定

し、3カ所に分散移植しリスクを低減する等の⼯夫も⾏っています。

また、堤防⼯事の計画についても、植⽣範囲を避けて通路を設けるなどの最善の

⼯夫を⾏っています。

⽣物多様性保全に向け、エコロジカルネットワークの形成に寄与

都市開発が進むにつれて、地域に⽣息していた昆⾍や⼩⿃な

どの⽣物が⽣息できる緑地が減少し、ヒートアイランド現象

等の環境問題が発⽣しています。

⽣物多様性保全するためには、敷地の空いているスペースや

建物の屋上などに緑地やビオトープを設置することによっ

て、周辺の公園や樹林地を⽣態的回廊でつなげ、⽣物の移動

を可能にするエコロジカルネットワークを形成することが重

要です。

私たちは、⽣物多様性保全の観点から、筑波技術研究所の緑

地が周囲とのエコロジカルネットワークの⼀部になるように

展開することで地域の⽣態系に貢献しています。

この取り組みは⾃然の持つ多様な機能を⾼めるグリーンイン

フラの取り組みにもつながっています。
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春（1702年竣⼯時） 夏（2015年）

筑波技術研究所における屋上ビオトープの造成

植物だけでなく、⽔辺を有するビオトープは、緑化活動において中⼼

的な役割を果たすと考え、筑波技術研究所の⼤型実験棟の屋上にビオ

トープ（2002年〜2017年）を造成しました。このビオトープは、

「五感を感じるアーバンオアシス」をコンセプトにやすらぎや癒しが

得られるような「アメニティ型ビオトープ」を⽬指しました。ここ

で、動植物の状況はもちろん、熱環境や構造体への影響など、さまざ

まな⾓度から16年間にわたる調査を実施し、有⽤なデータを蓄積する

ことができました。

屋上ビオトープ概要図（⼤型実験棟屋上）

筑波技術研究所での緑化活動では、分断されている⽣態系拠点（パッチ）となるビオトープや樹林地を⽣態的回廊（コリ

ドー）でつなげることにより、⽣物の移動を可能にするエコロジカルネットワークを形成に寄与し、⽣物多様性の維持・

保全に貢献することを⽬指しています。これまでモニタリング調査により、キジバトやアオジ、シジュウカラなどの⿃類

や昆⾍類が⾶来していることが観察されています。
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住所：

竣⼯：

⾯積：

茨城県つくば市要315

⼾⽥建設筑波技術研究所内

2018年11⽉

約200m2（うち⽔域：約35m2）

（⾼⽊植物）

（低⽊植物）

（地被植物）

（湿性植物）

主な植栽樹種：

コナラ、エノキ、エゴノキ、シラカシ等

ムラサキシキブ、イボタノキ等

マンリョウ、クサイチゴ、テイカカズラ等

イヌホタルイ、セリ、ケキツネノボタン等

外観（撮影時期2019年8⽉） 造成範囲

認定団体

認定番号

認定⽇ 

⽣態系拠点となる「つくば再⽣の⾥」の創出

これまでの計画では、⾒た⽬の美しさや、剪定などの管理の容易さなどにより園芸種の植物が選ばれることが多く、国外

からもそういった植物が持ち込まれてきました。その結果、国外から持ち込まれた植物は、繁殖する⼒が強いため分布を

広げ、その地域に昔から⽣育する植物の⽣存を脅かす事例も⾒られるようになり、⽇本の在来植物を緑化に⽤いることの

重要性が広く認識されるようになりました。

そのため、2018年11⽉には、筑波技術研究所内に新たに地域に由来する在来植物（以降、地域性在来植物）を⽤いた 

地域性在来植物ビオトープ『つくば再⽣の⾥』を造成し、新たな⽣物多様性拠点として研究活動を始めました。

【整備概要】

地域性在来植物トレーサビリティ認定を取得

地域性在来植物による緑化の適正な普及のためには、植物の

採取から育成、出荷までの⼯程における、適正な管理が求め

られます。「つくば再⽣の⾥」では、造成⼯事前に植栽に⽤

いる植物の種⼦及び苗を採取した場所、育てた場所、その間

の管理⽅法など出荷に⾄る履歴を連続的に記録し、育成し、

樹⽊に対するトレーサビリティ認定を取得しました。

：（⼀社）⽣物多様性保全協会

：製第20190007号

：2019年5⽉13⽇
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九段坂病院外観

TODA BUILDINGの屋上緑化の様⼦

関東・⽔と緑のネットワーク百選に選定

当社の筑波技術研究所の緑化活動は、⼀般社団法⼈関東地域づくり協会と公

益財団法⼈⽇本⽣態系協会とが主催する 第7回「関東・⽔と緑のネットワー

ク 拠点百選」（2015年10⽉）に選定されました。

審査員には、⾃然が多くあるエリアで拠点として利⽤できること、限られた

⾯積の中で最⼤限にビオトープを⽣かしていることを評価していただきまし

た。

ホタルを守り移転⼯事

九段坂病院建設⼯事（東京都千代⽥区）は、千代⽥区の⾼齢者総合サポートセン

ターと九段坂病院が⼀体となった施設で、正⾯は道路に⾯し、両隣は九段会館と

千代⽥会館に挟まれ、⽜ヶ淵に⾯した部分は⽯垣の塀という⽴地に建設されまし

た。

⽜ヶ淵は、江⼾城の内堀のひとつで希少なヘイケボタルの⽣息地です。⽜ヶ淵に

⽣息するヘイケボタルは固有種とされ、ホタル以外にも貴重な⽣態系が残る場所

です。

ヘイケボタルは、夜間明るいと繁殖に⽀障をきたすため、お濠側の遊歩道、5階

屋上テラスの照明器具は庭園灯などを低い位置に設置し、直接光がお濠側に当た

らないように配慮しました。また、タイマー設定により午後9時に消灯するな

ど、保護に配慮をした⼯事を実現しました。

名古屋⽀店の屋上を緑化

2015年1⽉、名古屋⽀店社屋であるTODA BUILDINGの屋上を緑化しました。

夏場における屋上階下の室温上昇と電⼒消費量を抑え、CO2を削減することを⽬

的として取り組みました。緑化した⾯積は80.4㎡、植栽の種類はツルマンネング

サで、這性で横に広がって伸び、⽣育が旺盛で被覆率が⾼く、耐乾性・耐寒性が

あるなどが特徴です。

今後、夏場の温度計測や電⼒消費量を確認していく予定です。
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地球環境のために

グリーンボンドの発⾏

当社の環境⽅針に適合する事業のための資⾦調達を⽬的としてグリーンボンドを発⾏しています。

当社の発⾏するグリーンボンド※は、国際資本市場協会が公表するグリーンボンド原則に沿ったフレームワークに基づき

発⾏するものであり、第三者認証機関より適格性に関するオピニオンを取得しています。

※地球温暖化をはじめとした環境問題の解決に役⽴つ事業に⽤いる資⾦を調達するために発⾏される債券。

2017年12⽉発⾏ ⼾⽥建設グリーンボンド

2018年12⽉発⾏ ⼾⽥建設オフショアウインドパワーグリーンボンド（リテール債）

⼾⽥建設グリーンボンド

①概 要

名 称 ⼾⽥建設株式会社第3回無担保社債（⼾⽥建設グリーンボンド）

条件決定⽇ 2017年12⽉8⽇

発⾏⽇ 2017年12⽉14⽇

年 限 5年

発⾏総額 100億円

資⾦使途予定事業 （仮称）五島市沖洋上⾵⼒発電事業

社債格付 BBB+（株式会社格付投資情報センター）

発⾏登録追補⽬論⾒書 発⾏登録追補⽬論⾒書（PDF：778KB）

②適格性に関する第三者評価

セカンドオピニオン サステイナリティクス社によるセカンドオピニオン（PDF：2MB）

グリーンボンドアセスメント GA1（株式会社格付投資情報センター）

③当グリーンボンドに関する投資表明

投資表明投資家⼀覧

・詳細につきましては、下記のプレスリリースをご覧ください。

2017年11⽉1⽇

2017年12⽉8⽇

・本情報は当社による社債の発⾏を公表することのみを⽬的としており、証券その他の投資勧誘⼜は類似⾏為を⾏うもの

ではありません。

④資⾦充当状況

2018年12⽉ 第3回無担保社債（⼾⽥建設グリーンボンド）（PDF：21KB）

「⼾⽥建設グリーンボンド（発⾏予定）」に関するお知らせ（PDF：2.2MB）

⼾⽥建設グリーンボンド発⾏に関するお知らせ（PDF：161KB）
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受賞の模様

受賞テーマ

受賞理由

投資表明投資家⼀覧

⼾⽥建設グリーンボンドへの投資を表明している投資家を掲載しております。

（五⼗⾳順）

元気な⻑崎応援投資事業有限責任組合

⼤和住銀投信投資顧問株式会社

東京海上アセットマネジメント株式会社

株式会社野村総合研究所

三井住友信託銀⾏株式会社

株式会社宮崎太陽銀⾏

労働⾦庫連合会

第⼀回ジャパン・グリーンボンド・アワード 環境⼤⾂賞を受賞

（公財） 地球環境戦略研究機関（IGES）を事務局として、学識経験者および環

境⾦融関連の有識者から構成される委員会が選定する「第⼀回ジャパン・グリ

ーンボンド・アワード」(表彰⽇2019年3⽉1⽇）において、当社のグリーンボ

ンド発⾏（2017年12⽉）が⾼く評価され「ジャパン・グリーンパイオニア部

⾨」環境⼤⾂賞を受賞しました。

〇受賞理由

⽇本のグリーンボンド市場発展の早い段階での市場拡⼤に貢献

（⼀社）環境⾦融研究機構 第3回(2017年）サステナブルファイナンス⼤賞を受賞

（⼀社）環境⾦融研究機構が選考する「第3回（2017年）サステナブルファイ

ナンス⼤賞」において、当社のグリーンボンド発⾏が⾼く評価され、⼤賞を受

賞しました。

本表彰は、2017年を通じて、⽇本での環境⾦融・サステナブルファイナンスの

発展に貢献した⾦融機関等を顕彰するものです。

〇受賞の概要

：「再⽣可能エネルギー事業への投資のためのグリーンボンド発⾏」

：洋上⾵⼒発電事業へのグリーンボンドによる資⾦調達。⽇本の再エネ事業で期待される浮体式洋上⾵⼒発電

事業に先⾏して取り組み、その資⾦調達としてプロジェクトを対象とした事業会社による初のグリーンボン

ド発⾏に踏み切った先駆的な姿勢を評価

※詳細につきましては、（⼀社）環境⾦融研究機構のサイトをご参照ください。
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キャピタル・アイAwards “BEST DEALS OF 2017”特別賞を受賞

⽇本の資本市場の活動を報道するメディアである(株)キャピタル・アイが選出する「キャピタル・アイAwards “BEST

DEALS OF 2017”」※1において、当社のグリーンボンド発⾏が特別賞を受賞しました。

※1 証券会社および機関投資家へのアンケートをもとに、2017年度の債権・株式発⾏市場における優良案件・発⾏体を

同社編集部が選出。

〇講評（受賞理由）

本業プロジェクトを対象とした国内初のグリーンボンド（GB）。国内格付け会社の予備格付けと海外のESG評価機関の

セカンドオピニオンを取得し、POT⽅式※2を採⽤して透明性の⾼いマーケテイングを⾏うなど、⼯夫を凝らした。GBの

特性を活かしてESG投資家を取り込んだうえ、トリプルB格としては破格のプライスに仕上げた。今後のコーポレート物

GBの活性化につながる案件と評価された。

※2 機関投資家の動向を関係者間で共有し、発⾏条件を決める⽅式。

⼾⽥建設オフショアウインドパワーグリーンボンド（リテール債）

①概 要

名 称
⼾⽥建設株式会社第４回無担保社債
（⼾⽥建設オフショアウインドパワーグリーンボンド）

条件決定⽇ 2018年12⽉7⽇

発⾏⽇ 2018年12⽉21⽇

年 限 5年

発⾏総額 50億円

資⾦使途予定事業 五島市沖洋上⾵⼒発電事業

社債格付 A－（株式会社格付投資情報センター）

発⾏登録追補⽬論⾒書 発⾏登録追補⽬論⾒書（PDF：967KB）

個⼈投資家向けリーフレット 個⼈投資家向けリーフレット（PDF：270KB）

②適格性に関する第三者評価

セカンドオピニオン サステイナリティクス社によるセカンドオピニオン（PDF：624KB）

グリーンボンドアセスメント GA1（株式会社格付投資情報センター）

・詳細につきましては、下記のプレスリリースをご覧ください。

2018年11⽉13⽇

2018年12⽉7⽇

・本情報は当社による社債の発⾏を公表することのみを⽬的としており、証券その他の投資勧誘⼜は類似⾏為を⾏うもの

ではありません。

個⼈投資家向けグリーンボンド（第4回無担保普通社債）に関するお知らせ（PDF：147KB）

⼾⽥建設グリーンボンド発⾏に関するお知らせ（PDF：173KB）
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地球環境のために

グリーン調達の推進

建設物のライフサイクル全般にわたる環境負荷低減を⽬指して、各部⾨が⼀体となってグリーン調達を推進しています。

グリーン調達の推進

設計段階では、発注者や社内関連部⾨との打ち合せを通して、グリーン調達対象品⽬の採⽤を積極的に提案し、採⽤され

た品⽬をプロジェクトごとにチェックシートに記録して、その採⽤実績を把握しています。2018年度の1物件当たりの平

均採⽤項⽬数は9.7項⽬でした。

施⼯段階では、グリーン調達対象品⽬について設計検討会やVE活動を通じて、発注者や設計者に提案することで、グリー

ン調達を推進しています。

事務⽤品などについては、ネット購買システムを採⽤し、商品メニューにエコ商品を積極的に組み⼊れることで、グリー

ン購⼊を促進しています。

グリーン調達実績（建築設計部⾨）

（単位：件数）

グリーン調達品⽬ 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

再⽣砕⽯ 21 19 16 16 16

デッキプレート 25 24 20 24 18

再⽣鋼材（鉄筋棒鋼を除く） 15 19 24 24 12

断熱性建具 18 22 29 23 16

低ホルムアルデヒド製品（接着剤） 16 17 14 6 7

⽔性塗料 19 21 22 17 14

衛⽣器具⾃動⽔洗 23 25 34 27 23

蛍光灯照明器具（Hf器具） 28 31 34 30 23

その他 86 88 105 122 94

1物件当たりの採⽤項⽬数(平均） 9.0 8.6 8.4 9.6 9.7
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グリーン調達実績（施⼯部⾨）

グリーン調達品⽬ 単位 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

再⽣⾻材 t 214,922 133,114 249,230 123,520 124,690

建設発⽣⼟ m3 1,191,060 2,243,851 1,939,860 524,741 327,148

再⽣加熱アスファルト混合物 t 32,134 28,908 61,693 19,560 11,868

⾼炉セメント（コンクリー
ト）

m3 183,183 183,332 138,601 279,844 111,791

⾼強度コンクリート m3 88,513 141,755 64,398 184,643 73,770

デッキプレート m2 269,146 255,358 417,503 275,265 438,574

メッシュ型枠 m2 29,564 43,569 34,730 22,712 16,248

再⽣鋼材（鉄筋棒鋼を除く） t 3,727 1,351 4,291 3,956 323

パーティクルボード m2 432 2,337 336 403 481

屋上緑化・壁⾯緑化 m2 5,912 6,208 8,232 4,955 3,696

エコ商品調達率

（単位：％）

調達項⽬（⼤分類） 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

事務⽤品等 67.7 78.7 75.7 69.7 70.7

コピー⽤紙 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

その他 31.0 32.7 37.5 28.2 39.0

全体 81.5 87.2 85.7 63.5 82.5
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地球環境のために

環境関連データ

マテリアルフロー

INPUT 単位
2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

 エネルギー

エネルギー使⽤量（電⼒を除く） 万kWh ― 21,010 17,893 20,547 20,762

電⼒使⽤量
作業所 万kWh 3,294 4,062 4,519 3,826 4,517

オフィス等※1 万kWh 417 519 539 578 599

 エネルギー使⽤量内訳

ガス使⽤量※2
作業所 千m3 19 58 31 54 47

オフィス等 千m3 90 82 109 105 121

軽油使⽤量
作業所 kl 18,260 17,875 15,156 17,223 18,067

オフィス等 kl 35 27 32 35 44

灯油使⽤量
作業所 kl 685 1,017 660 997 1,317

オフィス等 kl 22 18 21 21 16

BDF※3使⽤量 kl 22 13 11 8 13

⽔道使⽤量 千m3 399 483 643 384 395

 主要資材

⽣コンクリート 万m3 96.7 82.6 84.2 82.1 117.6

セメント 万t 6 6 14 9 12.4

鋼材 万t 17.3 17.1 15.9 17.7 24.6

コピー⽤紙購⼊量 オフィス等 万枚 3,260 3,569 3,149 3,114 3,152
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OUTPUT 単位
2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

2018
年度

 温室効果ガス

CO2排出量※4
※5

作業所 t-CO2 76,709 74,510 69,688
70,326

(70,260)

72,914

(72,767)

オフィス等 t-CO2 2,809 3,330 3,647
3,476

(3,517)

3,482

(2,794)

SCOPE １ t-CO2 57,292 52,336 44,051 51,132 50,926

SCOPE ２※5 t-CO2 19,417 25,504 29,284
22,670

(22,645)

25,470

(24,635)

SCOPE ３※6 t-CO2 13,860,683 10,597,058 7,208,503 8,149,306 6,897,759

NOX排出量 t-NO2 387 387 333 369 372

SOX排出量 t-SO2 99 102 85 92 94

建設廃棄物排出量 万t 71 67 79 99 72

建設発⽣⼟排出量 万t 115 104 128 113 111

⼀般廃棄物排出量（オフィス
等）

t 200 201 180 170 189

※1 「オフィス等」は本⽀店社屋、筑波技術研究所、⼯作所を含む

※2 「ガス使⽤量」は都市ガス、LPガスを含む

※3 「BDF」は当社で製造した資源循環型バイオディーゼル燃料

※4 「CO2排出量」は2012年度まで「⽔道」に関する排出量を含む

※5 ロケーションベースの数値、2017年度よりマーケットベースの数値をカッコ書きで⽰している

※6 「SCOPE 3」はカテゴリ1、2、3、4、5、6、7、11、12、13を算出
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カテゴリー 2014年度 2015年度 2016年度 2017年度 2018年度

カテゴリー1
（購⼊した製品・サービス） ― 840,566 732,959 1,374,151 1,680,036

カテゴリー2
（資本財）

― 2,622 35,805 22,847 68,224

カテゴリー3
（スコープ1＆2に含まれない燃
料及びエネルギー関連活動）

― 4,258 4,587 4,831 5,076

カテゴリー4
（輸送、配送（上流））

― 10,544 10,158 10,057 14,131

カテゴリー5
（事業から出る廃棄物） ― 125,375 124,131 114,065 131,220

カテゴリー6
（出張）

― 526 633 649 688

カテゴリー7
（雇⽤者の通勤） ― 1,061 1,267 1,337 1,404

カテゴリー11
（販売した製品の使⽤） ― 9,496,642 6,187,022 6,591,748 4,957,226

カテゴリー12
（販売した製品の廃棄） ― 107,683 107,559 25,449 36,292

カテゴリー13
（リース資産（下流）) ― 7,781 4,382 4,172 3,473

合計 13,860,683 10,597,058 7,208,503 8,149,305 6,897,770

※ カテゴリー8（リース資産（上流））は、スコープ1&2に算⼊済みのため⾮該当

※ カテゴリー9（輸送、配送（下流））は、完成品の輸送はないため⾮該当

※ カテゴリー10（販売した製品の加⼯）は、中間製品の製造はないため⾮該当

※ カテゴリー14（フランチャイズ）は、フランチャイズはないため⾮該当

※ カテゴリー15（投資）は、スコープ1&2に算⼊済みのため⾮該当

戸田建設コーポレートレポート2019

156



＜作業所推移＞

＜種別推移＞ ＜再利⽤率等推移＞

CO2排出量

建設廃棄物
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環境会計

環境保全コスト

（単位：百万円）

分類 主な活動内容 2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度

(1) 事業エリア内コスト （⼩計） 7,463 6,833 8,472 8,843 8,914

1.公害防⽌コスト

作業所における公害防⽌対策
費
（⼤気汚染・⽔質汚濁・⼟壌
汚染・振動防⽌・地盤沈下
等）

1,714 1,926 1,959 2,484 2,011

2.地球環境保全コスト

温暖化防⽌（アイドリングス
トップ活動費・省エネ機器の
採⽤）

オゾン層破壊防⽌（フロン回
収・適正処理費）

504 453 231 249 128

3.資源循環コスト

建設廃棄物リサイクル処理費

建設廃棄物処分費※1

分別ヤード設置費

分別回収費⽤

発⽣⼟再利⽤費⽤

5,245 4,454 6,282 6,111 6,776

(2) 上・下流コスト
環境配慮設計⼈件費

グリーン調達（差額増分）
1,181 1,101 968 1,064 1,028

(3) 管理活動コスト

EMS定期審査費

EMS整備運⽤⼈件費

環境負荷監視の費⽤

作業所周辺美化緑化対策費

1,289 1,139 1,082 1,268 1,241

(4) 研究開発コスト 環境関連技術の研究開発費
※2・3 313 312 424 456 485

(5) 社会活動コスト
地域住⺠への環境情報の提供

環境関連団体への寄付、協賛
⾦

8 7 7 5 4

(6) 環境損傷コスト
緊急事態への対策費

修復基⾦分担費（マニフェス
ト伝票代の⼀部）

83 59 40 25 41

環境保全コスト総額 10,337 9,451 10,993 11,661 11,713
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集計範囲

対象期間

参考ガイドライ

ン

環境保全効果・経済効果

分類 項⽬ 単位 2012
年度

2013
年度

2014
年度

2015
年度

2016
年度

2017
年度 前年度⽐※4

INPUT

電⼒使⽤量※5
万kWh 5,715 4,694 3,711 4,581 5,058 4,404 ▲ 654

百万円 1,257 1,033 1,002 1,237 1,366 1,189 ▲ 177

⽔道使⽤量※6
千m3 510 361 399 483 643 384 ▲ 259

百万円 135 96 109 132 176 105 ▲ 71

コピー⽤紙購⼊量 万枚 3,818 3,606 3,260 3,569 3,149 3,114 ▲ 35

OUTPUT

CO2排出量 t-CO2 91,566 76,242 79,518 74,510 69,688 70,326 △ 638

建設廃棄物排出量 万t 77 79 71 67 79 94 △ 15

建設廃棄物処理費⽤ 百万円 4,574 4,703 4,227 5,916 5,669 6,086 △ 417

環境会計の基本事項

⼾⽥建設株式会社

2017年4⽉1⽇－2018年3⽉31⽇

「建設業における環境会計ガイドライン2002年版」

環境省「環境会計ガイドライン2012年版」

調査⽅法

全数調査とサンプリング調査を併⽤

作業所関連は建築50、⼟⽊27作業所を調査

算定⽅法（環境保全コスト）

※1 建設廃棄物処分費は全体集計

※2 研究開発費は環境割合分析結果から全体推計

※3 研究開発費総額は本⽀店費⽤を集計

その他はサンプリング調査結果から全体推計

算定⽅法（環境保全効果・経済効果）

※4 インプット、アウトプット「前年度⽐」は2015年度⽐較の削減量、⾦額を算定

※5 電⼒料⾦⽬安単価（22円/kwh(〜2013年度),27円（2014年度〜）：（社）全国家庭電気製品公正取引協

議会）にて算定

※6 ⽔道料⾦⽬安単価（265円/ｍ3(〜2013年度),273円(2014年度〜）：東京都）にて算定
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地球環境のために

シナリオ分析

当社は2010年より⽇本の「エコ・ファースト企業」として環境⼤⾂とCO2排出削減⽬標を含む「エコ・ファーストの約

束」を結び、気候変動対策を推進してきました。その後、2015年のパリ協定を受け、「エコ・ファーストの約束」を2℃

⽬標※1に適合したものに更新し、SBT※2取得と併せて当社の新たなCO2排出削減⽬標を設定しました。そのため、当社

はSBT取得の際にRCP2.6※3を選択してシナリ分析を⾏いました。当社は、我が国がパリ協定で提出した国別約束草案

（INDC）に整合するよう2030年までの将来を分析しています。

仮定

当社は未来の建設業の事業環境を想定しており、RCP2.6に沿って推移する未来では、⽇本国内、海外共に建設業に対し

社会、また顧客からの建設過程におけるCO2削減への要望が徹底されていると想定しています。また、世界の電源構成に

ついても再⽣可能エネルギー（以降、再エネ）による電⼒の割合が増え、かつ再エネ発電所建設の調達コスト低下、再エ

ネ電⼒調達⼿法の多様化が起こり、再エネ電⼒へのニーズがさらに⾼まるであろうと考えています。そのため、当社は建

設過程における再エネ電⼒の利⽤を早急に事業運営に組み⼊れる必要性がある⼀⽅、現在当社が事業化に向け研究開発を

推進している浮体式洋上⾵⼒発電所での売電、建設事業の機会も増えるだろうと想定しています。これらは2030年まで

に顕在化し、当社の事業に影響を及ぼすだろうと想定しています。

モニタリングおよび報告

当社では、建設業におけるCO2排出量削減、再エネの利⽤に関する社会情勢および顧客の要望などの情報は、環境保全推

進委員会委員⻑である取締役に報告され当委員会において議論をしています。また、当社の各年度における再エネ使⽤

量、CO2排出量、そして再エネ電⼒利⽤量なども併せて報告されます。

結果の公開

当社は、CO2排出量や再エネの利⽤状況、そして環境関連事業が、気候変動対策に関⼼の⾼い顧客にとって建設会社を選

ぶ上で有益な情報であると考えています。そのため、当社ホームページ、コーポレートレポート、そしてCDPへの回答等

を通じて積極的に情報開⽰をしています。

組織の戦略やビジネスモデルの変更例

当社は再エネ電⼒の利⽤を推進するため、2019年1⽉にRE100イニシアチブへ加盟しました。今後建設現場での再エネ

発電設備の設置、そして再エネ電⼒調達を当社の事業に組み込み、再エネ電⼒利⽤量の増加を加速していきます。当社は

RCP2.6によるシナリオ分析の結果から、SBTの取得、RE100イニシアチブへの加盟を進め、全社員がCO2削減および再

エネの利⽤を推進する体制を構築し、RCP2.6で推移した未来においても強い競争⼒を持った持続可能な建設会社を⽬指

しています。

※1 世界の平均気温上昇を産業⾰命以前に⽐べて2℃より⼗分低く保つとともに、1.5℃以下に抑える努⼒を追求する⽬標

※2 SBT（Science Based Targets）とは、2℃⽬標に整合した企業のCO2排出量削減⽬標。当社の⽬標は、2017年8

⽉にSBT認証を取得済み。

※3 RCP（Representative Concentration Pathways：代表濃度経路シナリオ）とは、地球温暖化の検証を⾏う国際組

織IPCC（気候変動に関する政府間パネル）が採⽤している温暖化の想定パターンのこと。RCP2.6は代表的な4つの

シナリオの中でも「低位安定化シナリオ」に位置付けられ、2℃⽬標の達成に合致したシナリオ。
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Tomihisa Cross 東京⾳楽⼤学「みどりの鎌倉街道」

完成イメージ

表彰式の様⼦

CSRへの取り組み

社外表彰

2018年度主な社外表彰（PDF：628KB）

都市の緑三賞を受賞

2017年12⽉、明治記念館（東京都港区）にて、（公財）都市緑化機構お

よび（⼀財）第⼀⽣命財団主催の第1回「みどりの『わ』交流のつどい」

－都市の緑三賞表彰式－が⾏われ、⻄富久地区第⼀種市街地再開発事

業 Tomihisa Crossが第16回屋上・壁⾯緑化技術コンクール国⼟交通⼤

⾂賞（屋上緑化部⾨）を、東京⾳楽⼤学 中⽬⿊・代官⼭キャンパス

「みどりの鎌倉街道」が第28回緑の環境プラン⼤賞「おもてなしの庭」

⼤賞を受賞※1し、表彰を受けました。

この催しは、緑豊かなまちづくりに市⺠、企業、⾏政が⼀体となって取

り組む “みどりの「わ」” を全国に広げることを⽬的に、都市緑化機構が

主催する都市の緑に関する3つの顕彰事業である「緑の都市賞」、「緑の

環境プラン⼤賞※2」、「屋上・壁⾯緑化技術コンクール」の平成29年度

合同表彰式として開催されたものです。

※1 本賞は（学）東京⾳楽⼤学に対して贈られたものですが、審査会には当社の社員が東京⾳楽⼤学に代わり臨

みました。

※2 緑の環境プラン⼤賞は、（⼀社）第⼀⽣命財団との共催
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表彰式の様⼦

第59回BCS賞（建築業協会賞）を受賞

2018年11⽉、帝国ホテルにて第59回BCS賞（建築業協会賞）の表彰式

が⾏われ、「⾼崎アリーナ」（群⾺県⾼崎市）がBCS賞を受賞し、表彰

を受けました。

BCS賞は、供⽤から1年以上を経過した国内の建築物を対象に、建築の企

画、設計、施⼯維持管理などを総合的に評価し、建築主、設計者、施⼯

者の三者を表彰する賞です。

3R推進功労者等表彰 2年連続国⼟交通⼤⾂賞を受賞

2018年11⽉、「函館国際ホテル耐震補強・建替⼯事（建築）」と「新

名神⾼速道路 箕⾯インターチェンジ中⼯事（⼟⽊）」の2事業所が平成

30年度3R※1推進功労者等表彰において、国⼟交通⼤⾂賞、3R推進協議

会会⻑賞を受賞しました。

本表彰は、3Rに率先して取り組み、継続的な活動を通じて顕著な実績を

挙げている個⼈、学校、事業所、地⽅公共団体等を表彰することによ

り、これらの活動を奨励し、循環型社会の形成推進を図ることを⽬的と

して、毎年実施されています。

※1 3R:リデュース：発⽣抑制、リユース：再利⽤、リサイクル：再資源

化
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CSRへの取り組み

⽅針⼀覧

4つのCSR⽅針 活動項⽬ 基本⽅針

堅実・公正
＜堅実・公正な活動を⽀える経営基盤を充実させる＞

コーポレート・
ガバナンス

経営⽅針

企業⾏動憲章

コーポレートガバナンス基本⽅針

コンプライアン
ス

⾏動規範

調達⽅針

リスク管理／内
部統制

危機管理基本マニュアル

情報セキュリティーポリシー
（情報管理基本⽅針、情報管理規
程、情報管理標準）

個⼈情報保護⽅針

内部統制システムの整備に関する基
本⽅針

ものづくり
＜ものづくりを通して社会の発展に貢献する＞

品質管理
品質⽅針

品質マネジメントシステム

安⼼・安全への
取り組み

災害対策基本マニュアル

環境配慮

地球環境憲章

環境⽅針

環境マネジメントシステム

⽣物多様性⾏動指針

⽣物多様性対応マニュアル

エコファースト宣⾔

グリーン調達ガイドライン

働きがい
＜働きがいのある「場」をつくり出す＞

⼈事⾯での取り
組み

⼈事基本⽅針

⼈材育成基本⽅針

安全衛⽣管理
安全衛⽣⽅針

労働安全衛⽣マネジメントシステム

コミュニケーション
＜元気で明るい対応、コミュニケーションを促進する

＞
地域社会貢献 社会貢献基本⽅針
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CORPORATE REPORT 
コーポレートレポート2019 

当社のCO₂排出削減目標値
が、SBT認定を取得しました。

当社は、環境先進企業として、
環境省と環境保全の約束を
しました。

当社は、2018年5月、厚生労働大臣
より女性活躍推進法に基づく認定
(通称:「えるぼし」認定)を受けました。

当社は「COOL CHOICE」
に賛同登録しています。

広報・CSR部
〒104-8388 東京都中央区京橋一丁目7番1号

TEL. （03）3535-2235
https://www.toda.co.jp/

※2019年12月17日（予定）から移転により下記の新住所となります。
〒104-0032 東京都中央区八丁堀二丁目8番5号

TEL. （03）3535-2235




